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1. 福岡市の概要 
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 福岡市の人口は約155万人（政令市中5番目），世帯数は約77万世帯。 
 地理的には，福岡を中心とした1,500km圏内に，国内の主要都市（大

阪，東京，札幌）と，東アジアの主要都市（釜山，上海，北京，台北など）

が，収まっています。 
 韓国、中国をはじめ，アジア諸国との交流には最適の位置。 

都心部・空港・港湾が近距離のコンパクトシティ福岡 
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2. 福岡市の経済 
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市内総生産額（H24） 
大阪市 18兆4,465億円 

横浜市 12兆2,723億円 

名古屋市 11兆8,471億円 

福岡市 6兆9,595億円 

札幌市 6兆3,867億円 

京都市 6兆1,873億円 

神戸市 6兆781億円 

川崎市 5兆501億円 

仙台市 4兆8,904億円 

広島市 4兆8,746億円 

さいたま市 3兆9,647億円 

千葉市 3兆3,987億円 

北九州市 3兆2,427億円 

新潟市 3兆1,157億円 

岡山市 2兆6,700億円 

九州・山口1,500万人経済圏 

市内総生産 6兆9,595億円 第4位／15政令市中 
H24年市内総生産を算出している15政令市 

1人当たり市民所得 333万4千円 第2位／14政令市中 
H24年市内総生産を算出している14政令市 

昼夜間人口比率 111.9%      第3位／19政令市中 

第3次産業従業者割合 90.4% 第1位／20政令市中 

商品販売額 10兆9,690億円 第3位／20政令市中 

福岡市の経済構造 

※ 「市内総生産」（名目）及び「一人当たり市民所得」は平成24年度，「昼夜間人口比率」は平成22年，
「第3次産業従業者割合」は26年，「商品販売額」は平成24年の数値である。 

経済活動別市内総生産（H24年） 

 福岡市は『九州・山口1,500万人経済圏』の商業・ビジネス・文化の拠点として発展。市内総生産は大阪・名古屋・横浜に次ぐ政令市第

4位の経済都市です。 
 国の出先機関（地方支分部局等），大企業の支店，金融・サービス業が集積しており，中世より『商都』として発展した歴史的背景もあ

り，産業構造は卸売・小売業やサービス業など第3次産業が約9割となっています。 

※ 相模原市，堺市，静岡市，浜松市，
熊本市は，市内総生産の算出を行っ
ていない 

卸売・小売業 サービス業 運輸・通信業 不動産業 
その他3次産業 製造業 その他2次産業 1次産業 
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3. 福岡市の強み①（人口増加） 
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平均年齢※3 

川崎市 41.5歳 
福岡市 41.9歳 
仙台市 42.3歳 
相模原市 42.8歳 
さいたま市 42.8歳 
広島市 43.1歳 
横浜市 43.4歳 
岡山市 43.6歳 
名古屋市 43.8歳 
千葉市 44.0歳 
堺市 44.3歳 

札幌市 44.4歳 
京都市 44.6歳 
浜松市 44.7歳 
大阪市 44.8歳 
神戸市 45.0歳 
新潟市 45.3歳 
静岡市 45.9歳 
北九州市 46.1歳 

人口増加率 ※2 

福岡市 5.1% 
仙台市 3.5% 

川崎市 3.5% 

さいたま市 3.4% 

札幌市 2.1% 

広島市 1.8% 

岡山市 1.4% 

名古屋市 1.4% 

千葉市 1.1% 

大阪市 1.0% 

横浜市 1.0% 

熊本市 0.9% 

相模原市 0.5% 

京都市 0.0% 

仙台市 ▲0.2% 

堺市 ▲0.2% 

浜松市 ▲0.3% 

神戸市 ▲0.4% 

静岡市 ▲1.5% 

北九州市 ▲1.5% 

生産年齢人口割合※3 

川崎市 69.3% 
福岡市 68.2% 
札幌市 67.5% 
仙台市 67.2% 
相模原市 67.1% 
さいたま市 66.5% 
横浜市 66.2% 
大阪市 65.1% 
名古屋市 64.7% 
広島市 64.4% 
新潟市 63.9% 
神戸市 63.5% 
岡山市 63.4% 
京都市 63.4% 
堺市 63.1% 

千葉市 63.1% 
浜松市 62.3% 
静岡市 62.1% 
北九州市 61.3% 

 福岡市の人口は，毎年1万数千人程度増加し続けており、今後20年程度は増加傾向が続くと予測されています。  
※ 平成22年から平成27年国勢調査までの人口増加率・増加数ともに指定都市で最大（増加率：①福岡市，②仙台市，川崎市 
  増加数：①福岡市，②川崎市，③さいたま市） 

 人口構成は，年少人口（0～14歳）13.2％，生産年齢人口（15～64歳）65.4％，老齢人口（65歳以上）20.1％，平均年齢は43.0歳で，
政令指定都市の中でも若く活力のある年齢構成となっています。（平成27年4月1日現在） 

 市内に20の大学・短期大学が集まっており，学生の割合は7.1％と，京都市に次いで高くなっています。 

※1 「日本の将来推計人口」（Ｈ24.1 国立社会保障・人口問題研究所）をもとに福岡市が推計 
※2 「人口増加率」は，平成22年国勢調査値から平成27年国勢調査速報値の増加率である。 
※3 「生産年齢人口割合」及び「平均年齢」は，平成22年国勢調査による。 

国及び福岡市の人口将来予測 ※1 

神戸市を抜いて 
政令市5位（H27.10) 

全国的には人口減少傾向でも， 
福岡市は人口増加が続く見込み 
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3. 福岡市の強み②（充実した交通網） 
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H23.3.12 
開業 

H23.2.26 
開通 

都心部・空港・港湾が近距離の 
コンパクトシティ・福岡 

 空港，港湾，JR･新幹線，高速道路網などの交通機能がコンパクトにまとまっています。 
 九州新幹線（鹿児島ルート）の全線開業（H23.3）や都市高速道路環状線の完成（H24.7）により，都市ネットワークが更に充実。 
 福岡空港における乗降客数（約2,137万人）は国内第4位，貿易額（約9,926億円）は国内空港第5位で，アジアを中心とした海外20都
市と結ばれています。  

 博多港の外国航路乗降人員数は年間約161万人と，平成5年以降全国第1位。（平成27年概況速報値） 

アジアからの外国人入国者数 

平成27年 出入国管理統計 

クルーズ客船寄港回数 
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計画案 
現空港にて2,500mの滑走路を増設 
処理容量：年間18.8万回 

4. 福岡空港の機能強化 
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 福岡空港の年間発着回数は国内３位（滑走路１本の空港としては１位）。 
 平成27年の発着回数は約17.4万回（滑走路処理容量16.4万回/年）に達し，過密化が著しく，将来の航空需要に対応するためにも，空

港機能の強化が必要です。 
 国は，福岡空港の滑走路増設事業に着手しており，事業期間は約10年と見込まれています。総事業費は1,643億円で，そのうち福岡

市の負担は，従来の負担スキームから試算すると約200億円となります。 
 

福岡空港の現状 福岡空港の機能強化に向けた方策の検討 

国内主要空港の年間発着回数（平成27年度） 

事業費用 約1,643億円 

供用開始 
予 定 日  平成37年3月末  

国内主要空港の年間乗降客数（平成27年度） 
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5. 海外の評価 
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福岡国際会議場 

世界で最も住みやすい都市トップ25 第7位に選出（平成28年）  英国MONOCLE誌 2016年版「クオリティ・オブ・ライフ-世界で最も住みやすい25の都市ランキング」  

英国のグローバル情報誌「MONOCLE」が毎年発表している

「クオリティ・オブ・ライフ -世界で最も住みやすい25の都市ラ

ンキング」に福岡市は9年連続で選出されました。 

【 福岡市 】 記事紹介 (「MONOCLE」誌より抜粋) 
福岡は，人口の増加率が日本で最も高く，港はクルー
ズ船の寄港地として一番人気がある。モノの値段は手
頃で，食事もおいしい。自転車で動き回るのにちょうど
いいコンパク卜なサイズで，海も山も車ですぐだ。 

福岡市は高島宗一郎市長のリーダーシップのもと発展
している。2010年に市長に選出されて以来，スタート
アップを経済戦略の要に据えている。歩道の拡張や
ウォーターフロント地区の活性化に取り組む。観光客に
とっての魅力を高めるとともに，民間の力を都市の発展
構想に取り入れている。市の将来性に期待を寄せ,イノ
ベーションへの支援にも力を入れる。下水からバイオガ
スを取り出して，燃料電池自動車用の水素を製造して
いるが，このくらいの規模の都市でそんな取り組みをし
ている都市を他に思いつくのは難しい。 

世界で最も住みやすい都市 TOP25 
1位 東京 6位 メルボルン 

2位 ベルリン 7位 福岡 

3位 ウィーン 8位 シドニー 

4位 コペンハーゲン 9位 京都 

5位 ミュンヘン 10位 ストックホルム 

国際コンベンション開催件数は政令指定都市で第1位 

福岡の魅力 福岡の印象 

コンベンション参加者（外国人）の評価 

マリンメッセ福岡 福岡国際センター 

主要都市 国際コンベンション件数の推移 
福岡市は，主要都市でトップの開催件数を誇る 
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6. 平成27年度決算見込 

区分 27年度決算見込 
（A） 

26年度決算 
（B） 

差引増減額 
（C）＝（A）－（B） 

一般会計 
歳入 7,900 億円 7,822 億円 78億円 

歳出 7,767 億円 7,712 億円 55億円 

特別会計 
歳入 8,939 億円 9,029 億円 △ 89億円 

歳出 8,844 億円 8,998 億円 △ 154億円 

企業会計 
収入 2,037 億円 2,076 億円 △ 39億円 

支出 2,327 億円 2,508 億円 △ 181億円 

合計 
歳・収入 1兆8,877億円 1兆8,927億円 △ 50億円 

歳・支出 1兆8,938億円 1兆9,218億円 △ 280億円 

※端数処理の関係で、計が合わない場合がある。 

本資料記載の平成27年度決算見込数値は暫定値です。今後変動する場合があります。 
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7. 歳入決算の推移（一般会計） 
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 市内総生産の約90％を第三次産業が占めており，比較的安定した税収構造が特長です。 
 市税を中心とした自主財源比率は，政令指定都市の中でも比較的上位の水準です。  
 市税については，給与収入の納税義務者の増や土地評価額の上昇等により，平成26年度決算から約20億円の増収（0.7％）となって

います。 
 

歳入内訳の推移 政令指定都市の主な歳入の割合（平成26年度） 

市債 

大阪市 7.4% 
名古屋市 7.9% 
福岡市 9.8% 
浜松市 10.2% 
横浜市 10.3% 
千葉市 10.4% 
川崎市 10.5% 
仙台市 11.1% 
神戸市 11.3% 
札幌市 11.3% 

さいたま市 11.9% 
京都市 12.0% 
相模原市 12.2% 
広島市 12.3% 
北九州市 13.4% 
静岡市 13.8% 
堺市 13.8% 

熊本市 14.5% 
岡山市 16.7% 
新潟市 17.4% 

自主財源比率 

名古屋市 65.9%  
川崎市 63.9%  
千葉市 62.7%  
横浜市 61.9%  
大阪市 61.3%  

さいたま市 61.3%  
福岡市 61.1%  
仙台市 58.4%  
相模原市 56.4%  
静岡市 56.3%  
浜松市 55.6%  
京都市 54.6%  
神戸市 53.5%  
広島市 51.5%  
北九州市 49.4%  
札幌市 48.4%  
新潟市 48.2%  
岡山市 47.6%  
堺市 45.9%  

熊本市 43.6%  

地方交付税 

川崎市 0.3% 
名古屋市 0.6% 
さいたま市 1.4% 
横浜市 1.7% 
千葉市 2.0% 
大阪市 2.2% 
相模原市 3.5% 
福岡市 3.8% 
静岡市 4.4% 
仙台市 5.0% 
広島市 6.7% 
堺市 6.7% 

京都市 7.3% 
神戸市 7.7% 
浜松市 7.7% 
岡山市 9.0% 
北九州市 10.1% 
札幌市 10.4% 
新潟市 11.0% 
熊本市 11.6% 

※ 他都市との比較上，普通会計ベースで表示しています。  

（億円） 

7,744 7,822 7,845 

6,757 

7,900 
7,490 7,601 7,637 7,785 

※ H26までは決算，H27は決算見込，H28は当初予算 



847  837  805  790  832  848  860  889  871  

430  333  351  367  384  403  432  410  370  

1,267  
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8. 税収決算の推移 

12 

 毎年着実に人口が増加し，税収基盤は比較的安定しており，市民一人あたりの税収は政令指定都市の中でも上位となっています。 
 平成27年度決算では，給与収入の納税義務者の増や土地評価額の上昇等により，2,841億円と前年度決算に対し約20億円0.7％の

増を見込んでいます。 
 一方で法人市民税は，税制改正に伴う法人市民税の一部国税化の影響により約22億円（▲5.2％）の減収となる見込みです。 

福岡市の税収の推移 政令指定都市の1人あたり税収（平成26年度） 

都市名 1人あたり税収
（円） 

(参考) 

税収（百万円） 人口 

大阪市 246,842 659,256 2,670,766 
名古屋市 222,748 503,508 2,260,440 
川崎市 205,162 296,559 1,445,484 
横浜市 193,424 719,972 3,722,250 
福岡市 189,823 282,136 1,486,314 
千葉市 181,824 174,983 962,376 

さいたま市 178,591 225,182 1,260,879 
静岡市 178,461 127,734 715,752 
京都市 177,614 252,119 1,419,474 
神戸市 177,328 275,006 1,550,831 
仙台市 172,884 182,135 1,053,509 
広島市 171,772 204,133 1,188,398 
浜松市 162,056 131,317 810,317 
北九州市 161,276 157,555 976,925 
岡山市 159,958 112,935 706,027 
堺市 156,593 132,747 847,719 

相模原市 156,389 111,841 715,145 
新潟市 150,375 120,964 804,413 
札幌市 148,128 286,778 1,936,016 
熊本市 133,791 98,325 734,917 

※ 人口はH27年1月1日現在。1あたり税収＝税収(百万円未満切捨)/人口 ※ H26までは決算，H27は決算見込，H28は当初予算 

（億円） 

2,683 
2, 821 2,841 2,726 2,642 2,654 2,697 2,761 2,796 



822 810 785 795 786 758 769 765  792  
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9. 歳出決算の推移（一般会計） 
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 義務的経費のうち人件費については，ゴミ収集の委託化や保育所の民営化等に早くから取り組んでおり，政令市の中でも最も低い割

合となっています。一方で公債費は，市債残高の着実な縮減などにより減少傾向にあるものの，依然として高い水準で推移しており，

扶助費は，生活保護や障がい者福祉，教育・保育給付費などが増加しています。 
 平成27年度決算では，子ども・子育て支援新制度の開始による給付費の増加や障がい者数の増等により，扶助費が前年度決算に対

し，76億円(+4.0%)の増となっています。 
 

政令指定都市の歳出全体に占める義務的経費率(平成26年度) 

扶助費 

仙台市 16.7% 
新潟市 18.6% 
静岡市 19.9% 
浜松市 21.9% 
千葉市 23.4% 

さいたま市 23.6% 
北九州市 24.2% 
福岡市 24.7% 
岡山市 25.3% 
川崎市 25.7% 
名古屋市 25.9% 
神戸市 26.2% 
横浜市 26.9% 
相模原市 27.0% 
京都市 27.2% 
広島市 27.8% 
熊本市 29.0% 
札幌市 30.2% 
大阪市 31.6% 
堺市 32.5% 

人件費 

福岡市 9.8% 
札幌市 10.8% 
仙台市 11.9% 
北九州市 12.7% 
大阪市 12.7% 
横浜市 13.7% 
堺市 13.9% 

新潟市 14.2% 
千葉市 14.5% 
広島市 14.8% 
川崎市 14.9% 
名古屋市 15.4% 
京都市 15.4% 
岡山市 15.6% 

さいたま市 16.1% 
静岡市 16.2% 
浜松市 16.3% 
熊本市 16.3% 
神戸市 16.4% 
相模原市 16.8% 

公債費 

札幌市 9.2% 
相模原市 9.2% 
堺市 9.4% 

熊本市 10.8% 
さいたま市 10.9% 
新潟市 10.9% 
仙台市 11.1% 
川崎市 11.5% 
京都市 12.0% 
岡山市 12.1% 
広島市 12.7% 
北九州市 12.8% 
横浜市 13.3% 
福岡市 13.6% 
名古屋市 14.1% 
浜松市 14.1% 
静岡市 14.5% 
千葉市 15.3% 
神戸市 15.5% 
大阪市 16.3% 

※ 他都市との比較上，普通会計ベースで表示しています。  

歳出内訳の推移 ※ 

（億円） 

7,638 7,711 7,767 

6,676 
7,414 7,529 7,523 7,668 

※ H26までは決算，H27は決算見込，H28は当初予算 

7,845 



10. 特別会計平成27年度決算見込の状況  
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会計区分 歳入決算額 歳出決算額 歳入歳出 
差引額 

翌年度へ繰り 
越すべき財源 実質収支額 一般会計からの 

繰入金 
一般会計への 

繰出金 

後期高齢者医療 16,331 16,243 88 0 88 3,385 0 
国民健康保険事業 169,324 169,318 6 0 6 18,220 0 
介護保険事業 93,389 91,988 1,401 0 1,401 13,667 0 

母子父子寡婦福祉資金貸付事業 1,240 477 763 0 763 30 0 
集落排水事業 474 474 0 0 0 304 0 
中央卸売市場 18,911 18,894 16 0 16 2,748 0 
港湾整備事業 13,131 12,713 417 11 406 83 0 
市営渡船事業 1,490 1,490 1 1 0 532 0 

筥崎土地区画整理事業 1,142 1,142 0 0 0 1,141 0 
伊都土地区画整理事業 2,023 2,013 10 10 0 915 0 

香椎駅周辺土地区画整理事業 6,068 5,868 201 201 0 1,693 0 
公共用地先行取得事業 154 154 0 0 0 0 0 

駐車場 529 529 0 0 0 270 0 
財産区 129 129 0 0 0 0 0 

市営競艇事業 82,969 76,333 6,636 0 6,636 0 1,500 
市立病院機構事業債管理特別会計 1,720 1,720 0 0 0 0 0 

市債管理 484,914 484,914 0 0 0 96,873 74,201 
合       計 893,938 884,400 9,538 223 9,316 (42,988) 139,861  75,701 
H26年度決算額 902,798 899,798 2,999 176 2,824 (41,509) 138,199  77,022 

 平成27年度の特別会計全体での実質収支は，約93億円の黒字となっており，前年度（約28億円）から約65億円増加しています。 
 一般会計からの繰入金（市債管理特別会計除く）は，約430億円と前年度から約15億円の増となっています。 

 単位：百万円 

※ 平成22年度より「市立病院機構事業債管理特別会計」創設（病院事業の独法化による）    ※ 「一般会計からの繰入金」欄（ ）書きは，市債管理特別会計を除いた額である。 
※ 端数処理の都合により，計の合わない場合がある。 



企業会計名 下水道 
事業 水道事業 工業用 

水道事業 
高速鉄道 

事業 

貸
借
対
照
表 

資
産 

固定資産  780,143 349,102 1,391 370,402 

流動資産  28,991 15,466 184 1,645 

資産合計  809,134 364,568 1,576 372,047 

負
債 

固定負債  372,105 125,902 418 258,927 

流動負債  51,925 17,251 69 43,571 

繰延収益 232,600 59,458 215 73,438 

負債合計  656,630 202,611 703 375,936 

資
本 

資本金  118,326 149,007 490 122,122 

剰余金  34,179 12,951 383 ▲ 126,011 

資本合計  152,504 161,957 873 ▲ 3,889 

負債・資本合計  809,134 364,568 1,576 372,047 

11. 公営企業の経営状況（平成27年度決算見込） 
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企業会計名 下水道 
事業 水道事業 工業用 

水道事業 
高速鉄道 
事業 

損
益
計
算
書 

経
常
損
益 

営業収益 43,262 31,449 199 28,050 

営業費用 41,141 26,720 172 26,027 

営業利益 2,121 4,729 27 2,023 

営業外収益 11,577 3,529 7 7,249 

営業外費用 8,408 2,619 10 4,542 

経常利益 5,290 5,639 24 4,730 

純
損
益 

特別利益 110 11 0 852 

特別損失 34 40 0 1 

当期純損益 5,367 5,611 24 5,581 

利益剰余金 12,014 12,632 383 ▲136,907 

上記のうち一般会計 
からの繰入金額 17,097 285 - 3,281 

補助金 - 200 - 3,281 

負担金 17,097 86 - - 

そ
の
他 

資金不足比率 - - - - 

一般会計将来負担額 196,183 2,585 - 80,681 

 平成26年度に公営企業会計において，会計基準の変更が実

施され，平成25年度までは資本の部に計上されていた借入資

本金および剰余金の一部について，平成26年度より固定負債

として区分することとなっています。 

※ 各数値は表示単位未満で四捨五入しており，合計等において一致しない場合がある。 

単位：百万円 
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12. 企業会計の損益の推移  

 企業会計全体では継続的に黒字を確保しています。 
 高速鉄道事業では地下鉄3号線が開業した平成17年度以降赤字が続いていましたが，平成23年度以降は黒字となっており，単年度

損益は徐々に改善してきています。平成26年度は，会計制度の見直しに伴う特別損失の計上等により，一時的に64億円の赤字となっ

ております。 

企業会計損益（決算）の推移 
（億円） 

16 



13. 福岡市営地下鉄の状況 
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 収益的収支は，七隈線の開業（H17.2）に伴う資本費負担の増加等により，平成17年度以降赤字が続いていましたが，資本費負担の
減少により徐々に改善し，平成23年度には九州新幹線の全線開業効果や大型商業施設の開業等に伴う増収により黒字となり、平成
27年度も引き続き黒字となりました。なお，現行の長期収支見通しでは，累積損益は平成52年度の黒字化を見込んでいます。 

 企業債残高は，平成16年度末の約3,680億円をピークに毎年減少し，平成28年度末には約2,649億円を見込んでおり，着実に残高を
減少させています。 

 地下鉄七隈線の天神南～博多間の延伸事業については，平成24年度に国から補助採択を受けるとともに，鉄道事業許可等を取得し
ました。平成25年度に，工事施行認可の取得等着工に必要な手続きを進め，工事に着手しました。工期は７年，開業は平成32年度を
予定しています。 

 平成26年度は，会計制度の見直しに伴う特別損失の計上等により， 64億円の赤字となっています。 
 

七隈線延伸事業の概要 （天神南～博多駅） 

建設キロ 

約1.4km 
（営業キロ約1.6㎞） 

事業費 

約450億円 

利用人数（延伸区間） 

約6.8万人 
（うち新規利用者数 
約2.1万人/日） 

開業予定 

平成32年度 
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七隈線開業 
で赤字化 

収益的収支（単年度損益）の推移 

※ H26までは決算， H27 は決算見込，H28は当初予算 

（億円） ピーク約3,680億円 
H28末 

企業債残高 
約2,649億円 

企業債残高は減少 

収支改善 



14. 外郭団体の経営状況 
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外郭団体 出資 
比率 

正味財産 
合計 
又は 

純資産合計 
(百万円) 

うち 
一般正味財産 

又は 
利益剰余金 
（百万円） 

1 福岡市土地開発公社 100% 2,046 2,006 
2 福岡北九州高速道路公社 37% 222,275 978 
3 福岡市住宅供給公社 100% 3,454 1,717 
4 福岡県道路公社 ※福岡県外郭団体 28% 26,669 - 
5 （公財）福岡アジア都市研究所 100% 32 2 
6 （公財）福岡よかトピア国際交流財団 28% 4,011 175 
7 （公財）福岡市文化芸術振興財団 100% 659 93 
8 （公財）福岡市スポーツ協会（旧体育協会） 73% 246 28 
9 （社福）福岡市社会福祉事業団 100% 281 145 

10 （財）ふくおか環境財団 100% 2,373 2,353 
11 （公財）九州先端科学技術研究所 83% 526 226 
12 （公財）福岡市中小企業従業員福祉協会 100% 225 215 
13 （公財）福岡観光コンベンションビューロー 95% 837 27 
14 （一財）福岡コンベンションセンター 93% 8,630 8,129 
15 （一財）福岡市水産加工公社 100% 159 149 
16 （公財）福岡市緑のまちづくり協会 100% 1,476 1,441 
17 （公財）博多駅地区土地区画整理記念会館 100% 601 108 

外郭団体 出資 
比率 

正味財産 
合計 
又は 

純資産合計 
(百万円) 

うち 
一般正味財産 

又は 
利益剰余金 
（百万円） 

18 （公財）福岡市施設整備公社 100% 191 ▲9 
19 （一財）博多海員会館 40% 216 184 
20 （公財）福岡市水道サービス公社 67% 16 1 
21 （一財）福岡市交通事業振興会 100% 281 271 
22 （公財）福岡市学校給食公社 50% 54 44 
23 （株）福岡クリーンエナジー 51% 9,910 5,027 
24 博多港開発（株） 51% 13,877 7,477 
25 博多港ふ頭（株） 51% 4,804 4,104 
26 （公財）福岡市教育振興会 47% 1,186 848 
27 （株）博多座 27% 557 ▲517 
28 （株）福岡ソフトリサーチパーク 47% 5,266 ▲1,662 
29 福岡タワー（株） 33% 3,814 814 
30 福岡地下街開発（株） 49% 11,216 3,771 
31 サンセルコビル管理（株） 30% 149 99 
32 （地独）福岡市立病院機構 100% 4,987 4,324 
33 （公財）アクロス福岡 ※福岡県外郭団体 33% 967 111 

 福岡市の外郭団体（本市が出資金・基本金等の25%以上を出資又は出えんしている団体）数は，現在，33団体です。 
 第1次及び第2次外郭団体改革実行計画に基づき，平成16年度以降，平成24年度末までに福岡県が主たる出資者となっている(財)ア
クロス福岡を除く43団体のうち12団体を削減しています。 

 「第3次外郭団体改革実行計画」（平成25年度～平成28年度）を平成25年度に策定しました。引き続き，さらなる外郭団体の見直しに

取り組んでいきます。 

福岡市の外郭団体 【平成27年度決算】 

※ 廃止，統合された団体（第2次外郭団体改革実行計画） 
平成22年度 （財）福岡市スポーツ振興事業団を（財）福岡市体育協会に統合       平成23年度 （財）福岡市下水道資源センターを廃止 
平成24年度 （財）福岡市健康づくり財団，（財）福岡市海づり公園管理協会を廃止           

    平成26年度 （公財）よかトピア記念国際財団と（公財）福岡国際交流協会が合併し，（公財）福岡よかトピア国際交流財団が発足          平成27年度  （公財） 福岡市防災協会を廃止 



公社名 
福岡市 
住宅供給 
公社 

福岡北九州 
高速道路 
公社 

福岡市 
土地開発 
公社 

出
資
状
況 

資本金 10  221,298  40  
  うち本市出資額 10  81,901  40  
  （出資比率）  100  37  100  
出資団体数 1  3  1  

貸
借
対
照
表 

資
産 

固定資産  5,015  1,250,650  540  
流動資産  2,668  5,814  7,641 
繰延資産  0  880  0  
資産合計  7,683  1,257,343  8,181 

負
債 

流動負債  1,471  93,142  19  
固定負債  2,758  542,545  6,117 
特別法上の引当金等(特定準備金)        0 399,381  0  
負債合計  4,228  1,035,068  6,136 

資
本 

資本金  10  221,298  40  
剰余金  3,444  978 10 
法定準備金              0 0  1,996  
資本合計  3,454  222,275  2,046 

負債・資本合計  7,683  1,257,343  8,181 

15. 地方三公社の経営状況（平成27年度決算） 
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公社名 
福岡市 

住宅供給 
公社 

福岡北九州 
高速道路 
公社 

福岡市 
土地開発 
公社 

損
益
計
算
書 

経
常
損
益 

営業収益  (a) 6,433  58,416  1,954 
営業費用 (b) 6,208  49,117  1,947  
一般管理費 (c) 95  1,388  44  
営業利益 (d=a-b-c) 129  7,911  ▲38 
営業外収益 (e) 19  45  14  
営業外費用 (f) 43  7,906  0  
経常利益 (g=d+e-f) 106  50  ▲23 

特
別
損
益 

特別利益 (h) 180  0  33 
特別損失 (i) 64   0  0   
法定準備金計上前利益 (j=g+h-i) 222  50  10 
法定準備金取崩 (k) 0  0  0  
法定準備金繰入 (l)            0 0  0  
法人税等 (m)            0 0  0  
当期利益 (n=g+h-i-m) －   50  10 
当期利益－住宅供給公社 (n=j+k-l-m) 222      

※ 各数値は表示単位未満で四捨五入しており，合計等において一致しない場合がある。 

 福岡市の三公社は，概ね安定した経営を続けています。 
 福岡市住宅供給公社は，賃貸住宅事業及び市営住宅管理事業が中心で，安定した経営を行っています。【平成27年度末管理戸数：

借上公営住宅531戸，市営住宅31,334戸】 
 福岡北九州高速道路公社は，営業中道路の30%（平成27年度末）が償還済みで，将来の採算リスクに備えるための引当金である「道

路事業損失補填引当金」約272億円も積み立てています。【平成27年度末供用延長距離：106.3㎞（うち福岡高速56.8㎞）】 
 福岡市土地開発公社は，市事業のほか，国事業に係る用地取得等も行っていますが，平成27年度末現在の土地保有では市事業用

の用地のみとなっています。【平成27年度末土地保有残高：市事業約63億円】 

単位：百万円 
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16. 市債発行額の推移 

1,330 1,387 

1,740 
1,902 

1,788 1,781 
1,884 

2,118 2,070 
2,247 

2,089 2,180 

1,155 

1,820 

1,435 

1,166 
1,281 

ユニバーシアード福岡大
会関連施設の整備など 

国の大型景気対策など 

1,358 

地下鉄3号線 
開業H17.2月 

1,373 
1,252 1,173 

1,354 

発行額 

臨時財政対策債 
急増 

市債発行抑制 
2,255 

 市債発行額は，全会計ベースで，ピークの半分程度まで抑制しています。地方交付税の代替措置である臨時財政対策債が平成21年
度以降増加していますが，国により相対的に財政力の強い指定都市への臨時財政対策債の配分が，大幅に増加してきたためです。 

 平成28年度当初予算では，臨時財政対策債の発行を4年連続で抑制するなど引き続き市債発行の抑制に努めていきます。 

市債発行額の推移（全会計） 
（億円） 

※ H26までは決算，H27は決算見込，H28は当初予算 
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1,209 
1,078 



高速鉄道 

水道 

下水道 

港湾 

その他･ 
特別会計 

工業用水道 

企業会計 
8,093億円 

全会計構成比 
34.0% 

特別会計 
2,191億円 

全会計構成比 
9.2% 

17. 会計別市債残高の状況 
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企業会計内訳 市債残高（億円） 全会計構成比（%） 

下水道 4,070 17.1  

水道 1,292 5.4  

工業用水道 5 0.0  

高速鉄道（地下鉄） 2,726 11.5 

合計 8,093 34.0  

特別会計内訳 市債残高（億円） 全会計構成比（%） 

母子父子寡婦福祉資金 52 0.2  

集落排水 17 0.1  

中央卸売市場 450 1.9 

港湾整備 1,062 4.5 

市営渡船 8 0.0  

筥崎土地区画整理 67 0.3 

伊都土地区画整理 142 0.6 

香椎駅周辺土地区画整理 147 0.6  

公共用地先行取得 34 0.1  

駐車場 13 0.1  

市営競艇 0 0.0  

市立病院機構病院事業債管理 199 0.8 

合計 2,191 9.2 

 市債残高の構成比は，一般会計が約57％，企業会計が約34%を占めています。 
 企業会計では下水道事業，高速鉄道事業（地下鉄）のウェイトが高くなっています。  

※ 「市債残高」には，減債基金積立相当額を含む。 

会計別市債残高（平成27年度決算見込） 

一般会計 
1兆3,512億円 
全会計構成比 

56.8％ 
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残高の 
ピーク 

 市債発行額の着実な抑制の成果として，全会計合計で，平成16年度をピークに毎年市債残高は減少しており，今後も市債発行額の

抑制に努めることとしています。 
 臨時財政対策債を除いた全会計の市債残高は，平成26年度末には2兆円を下回りました。 

18. 市債残高の推移 

H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 

19,730 20,961 22,285 23,262 24,229 25,117 25,889 26,483 27,092 26,691 26,333 25,997 25,500 25,158 24,934 24,695 24,508 24,190 24,098 23,796 23,682 

1兆9,073億円 
臨時財政対策債を
除いた市債残高 

25,882 

※ H26までは決算，H27は決算見込，H28は当初予算 

満期一括積立金を含む全会計市債残高の推移（億円） 

残高のピーク 



19. 主な財政指標（平成27年度）  
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 人件費比率が政令市で最も低いということもあり，義務的経費比率が政令市の中でも上位に位置し，財政の弾力性を表す経常収支比

率は比較的上位の水準となっています。 

義務的経費比率 
仙台市 42.2% 
新潟市 46.0% 
北九州市 47.4% 
福岡市 48.1% 
浜松市 49.9% 
静岡市 50.9% 
札幌市 51.8% 

さいたま市 51.8% 
横浜市 53.1% 
千葉市 53.6% 
岡山市 54.2% 
川崎市 54.3% 
京都市 54.5% 
名古屋市 55.4% 
広島市 55.5% 
熊本市 55.5% 
相模原市 55.6% 

堺市 56.0% 
神戸市 58.2% 
大阪市 62.0% 

経常収支比率 

岡山市 87.5% 
浜松市 90.3% 
熊本市 90.9% 
静岡市 91.3% 
札幌市 91.6% 
福岡市 92.5% 
新潟市 94.0% 
横浜市 95.2% 

さいたま市 95.6% 
千葉市 95.7% 
北九州市 95.7% 
神戸市 95.9% 
仙台市 96.2% 
堺市 96.9% 

広島市 97.4% 
名古屋市 97.5% 
大阪市 97.6% 
川崎市 97.7% 
相模原市 98.0% 
京都市 99.0% 

財政力指数 

川崎市 1.00 
名古屋市 0.99 
さいたま市 0.98 
横浜市 0.97 
千葉市 0.95 
相模原市 0.93 
大阪市 0.92 
静岡市 0.91 
仙台市 0.89 
浜松市 0.89 
福岡市 0.88 
堺市 0.84 

広島市 0.83 
岡山市 0.79 
京都市 0.79 
神戸市 0.79 
新潟市 0.74 
北九州市 0.72 
札幌市 0.72 
熊本市 0.71 

実質公債費比率 

相模原市 3.2 
札幌市 4.9 

さいたま市 5.0 
堺市 5.5 

川崎市 7.5 
神戸市 7.9 
静岡市 8.5 
浜松市 9.1 
大阪市 9.2 
岡山市 9.5 
熊本市 9.6 
仙台市 9.8 
新潟市 11.0 
福岡市 12.4 
北九州市 12.6 
名古屋市 12.7 
広島市 15.0 
京都市 15.2 
横浜市 17.0 
千葉市 18.0 

義務的経費比率 ＝ 人件費＋扶助費＋公債費/ 歳出総額     
経常収支比率 ＝ 経常的経費充当一般財源/経常一般財源総額 
財政力指数 ＝ 基準財政収入額/基準財政需要額 の過去3ヶ年平均値  
実質公債費比率 ＝ ｛公債費（市債の元利償還金）＋実質的な公債費｝/一般財源（使途が特定されていない財源） の過去3ヶ年平均値 
実質的な公債費 ＝ 公営企業債の償還財源等に充てた一般会計繰出金等    



20. 健全化判断比率（4つの指標） 

24 

指標 
福岡市 早期 

健全化 
基準 

財政 
再生 
基準 H25年度決算 H26年度決算 H27年度決算 

実質赤字比率 
（一般会計等の赤字の 
程度） 

－ － － 11.25% 20% 

連結実質赤字比率 
（全会計の赤字の程度） － － － 16.25% 30% 

実質公債費比率 
（一般会計等における借
入金返済の負担の程度） 

13.4% 12.6% 12.4% 25% 35% 

将来負担比率 
 

（外郭団体等も含め，一
般会計等で将来負担する
可能性がある負債残高
の程度） 

174.8% 168.0% 162.4% 400% 
市債残高（全会計）に基づく部分 

全体の90%以上 

一般会計等市債残高 
1兆4,154億円 
構成比77.1% 

退職手当負担 
見込額 
622億円，3.4% 
 

債務負担行為に 
基づく支出予定額 

     188億円，1.0% 

設立法人負債等 
負担見込額 等 
241億円，1.3% 

公営 
企業債等 
繰入見込 
3,113億円 

構成比17.0% 

 全ての指標が年々改善しており，平成27年度決算でも引き続き，早期健全化基準を下回っています。 
 平成20年度決算で実質公債費比率が18％を下回ったことにより，平成21年度から，起債にあたって，国の許可団体から『協議団体』

に移行しています。 
 将来負担比率については，算入額の90％以上が市債残高に基づくものであり，今後も着実に市債残高縮減の取り組みを進めていくこ

ととしており，低下していく見込みです。 
 

将来負担額※ 1兆8,356億円の内訳 

※ 将来負担額～一般会計等が将来負担すべき実質的な負債
の残高 
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18%未満で 
推移の見込 

21. 健全化判断比率（実質公債費比率の推移） 
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減債基金運用利子の 
償還財源充当 

約30億円 
（対26年度 ＋1億円） 

市債発行の抑制 
(臨時財政対策債を除く) 

約385億円 
（対26年度 ▲10億円） 

元金償還額 
(臨時財政対策債を除く) 

約708億円 
（対26年度 ▲17億円） 

18.4% 
17.8% 

16.8% 
16.4% 

15.7% 

14.6% 

13.4% 

 市債発行額を元金償還額以下に抑制していくことにより，今後の市債残高の縮減，ひいては公債費負担が減少し，実質公債費比率も

引き続き着実に縮減していく見込みです。 

平成27年度決算（一般会計）における取組み 実質公債費比率の推移 

12.4% 12.6% 

※ 実質公債費比率が18%未満の場合，民間資金債による資金調達においては，事前届出をす
ることで協議不要となる。  

※ 臨時財政対策債は元利償還金全額が地方交付税により財源措置されることから，実質公債
費比率には影響しないものとなっている。 



平成20年度～平成23年度 計画期間 

取組みの基本姿勢 

① さらに改革を進め早期に財政健全化の道筋を立てる  

② 身の丈にあった財政運営への転換を図る 

③ よりわかりやすい財政情報を積極的に開示･提供する 

22. これまでの財政健全化の取り組みと成果 
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 本市では，平成20年度～平成23年度は「財政リニューアルプラン」に基づき，歳入･歳出の両面で健全化の取り組みを積極的に進め

成果をあげてきました。 
 平成25年度からは，「行財政改革プラン」（平成25年度～平成28年度）に基づき財政健全化に取組んでいます。 

取り組みの成果 財政リニューアルプラン 

目指すべき姿 

（1） 持続可能な財政構造の確立（市債残高の縮減） 
 毎年度の市債発行額を段階的に抑制し，市民一人当たりの市
債残高を着実に減少 

（2） 柔軟性を維持した財政構造の確立（財源不足の解消） 
 義務的経費の増嵩抑制により財政の硬直化を回避 

財政健全化目標 
平成23年度一般会計市債発行額を450～500億円程度に
抑制 
– 市債残高は10年後にほぼ2兆円に縮減（08年度2.6兆円）市
民一人当たりの市債残高も150万円を下回る水準に 

平成23年度までに見込まれる566億円の財源不足を解消 

市債発行の抑制 
市債発行額の段階的抑制 ▲56億円 

566億円 20年度 510億円 23年度 

（臨時財政対策債の増加分を除く） 

市債残高（全会計） ▲805億円 

2兆5,500億円 20年度末 2兆4,695億円 23年度末 

実質公債費比率 

17.8% 20年度 15.7% 23年度 

財源不足の解消 

  歳入歳出一体見直し 106億円 
  資産・負債の圧縮 93億円 
  システム・手法の改革 90億円 

見直し 
289億円 

※ その他，財源対策や地方交付税等の増加もあわせて財源不足を解消 



【目標】 750億円以上を確保 

【現状】 約300億円確保 

ビルド 

23. 「行財政改革プラン」について ～「健全な財政運営」の取り組み～ 
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＋450億円以上 

 「健全な財政運営」の取り組みとして，限られた財源の中で事業の「優先順位の最適化」を行い，市民生活に必要な行政サービスを確

保しつつ，重要施策の推進や新たな課題に対応するために必要な財源を確保する。 

行財政改革プラン  計画期間：平成25年度～平成28年度の4年間 

数値目標①   政策的経費の財源確保 数値目標②   市債発行の抑制 
 財源の減少への対応ではなく、「ビルド&スクラップ」の精神によ

り、重要施策の推進や新たな課題への対応といったビルドを行う

ための目標設定とする。 

 これまでの市債残高縮減路線を堅持し、引き続き、中長期的な

市債残高の縮減に取組む。 
 一般会計における市債発行額を平成25～28年度の合計で，

1,600億円以下に抑制（臨時財政対策債を除く） 
 各年度の市債発行額全体を元金償還額以下とし、残高を増加さ

せない。 確保すべき一般財源 
750億円以上 
（26～28年度合計） 

 「政策推進プラン」の着実な実施 
 新たな課題への対応 

政策的経費に 
使える一般財源 
※ 26～28年度合計 

スクラップ 

新たに450億円以上の財源を捻出 
（26年度～28年度合計） 

 経常的経費の見直し 255億円以上 
（行政運営効率化，役割分担・関与見直し，行政サービス見直し） 

 歳入の確保 195億円以上 
（収入・収納率等の向上，市有財産の有効活用等） 

一般会計における市債発行額 （臨時財政対策債を除く） 

財政リニューアルプラン（H20年度～H23年度） 
計画期間発行実績  【現状】1,689億円 

行財政改革プラン（H25年度～H28年度） 
【目標】1,600億円以下に抑制 ※ 25～28年度の合計 

 新たな財源：490億円程度を確保 (平成26年度～28年度の取り組み) 

 一般会計における市債発行額：1,146億円 (平成25年～平成27年) 

        381億円 (平成28年度当初予算) 

数値目標の進捗状況 



24. スタートアップ都市 福岡市 
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 福岡市は，「創業のための雇用改革拠点」として，国家戦略特区に選定されました。（平成26年3月） 
 起業等のスタートアップに対する支援による開業率の向上や，MICEの誘致等を通じたイノベーションの推進及び新たなビジネス等の

創出を図ります。  

航空法高さ制限 の特例承認 

国家戦略特区制度を活用した取り組み  
～日本の元気を福岡市から ～ 

 10年間で建替え誘導 

ビル30棟更新 

床面積1.7倍 

 10年間の建設投資効果 

2,900億円 

建替え完了後の経済活動波及効果 

8,500億円/年 

都心を支える交通 

特区を活用した 創業支援の強化 

革新的なビジネスにチャレンジする創業者が対象 
設立後5年間、所得の金額の20％を控除！（一定の要件あり） 

特区を活用した 国際会議の誘致 

FUKUOKA STREET PARTY 天神きらめき通りがパーティー会場に 

日本初 ! 

わずか3日間で・・・ 

参加者 13万人! 
経済効果 14億円! 

スタートアップ法人減税 （平成28年度税制改正） 

道路を使ったユニークアベニュー 



25. 都市の成長に向けた産業集積（国内外企業の誘致促進） 
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【企業誘致に向けた取り組み】 
 スタートアップ都市として開業率No.1を誇る良好なビジネス環境，高度な教育機関の集積による豊富な人材といった福岡市の魅力や

ポテンシャルを活かした企業誘致を展開。 
 クリエイティブ産業（IT，デジタルコンテンツ等）や環境エネルギー産業（太陽電池，水素エネルギーの研究開発）など，成長分野に対す

る戦略的な誘致活動を実施。 

目標 毎年55社の企業立地で3,000人の雇用創出を目指す 

★H27年度の実績：企業立地62社，雇用創出 2,123人 
福岡市立地交付金制度 企業の進出事例（H27年度） 

所有型 最大11億円 賃貸型 最大1.5億円 の立地交付金 

 オフィス家賃等に対する交付金に加えて 
 雇用に対する交付金を新設 

• 知識創造型産業 

• 健康・医療・福祉関連産業 

• 環境・エネルギー関連産業 

• グローバルビジネス 

• 物流関連業 

• 都市型工業  

• 本社機能等 

 

対象分野 

企業名 内容 特長 

＜知識創造型産業＞ 
アマゾンジャパン株式会社 コールセンター 

国 内 で 3 カ 所 目 に なる 
Amazon.co.jpのカスタマー
サービスセンター 

＜知識創造型産業＞ 
株式会社ウェブリオ 
 

情報・通信 
（システム・ソフト
開発） 

国内最大級のオンライン英
語辞書「ｗｅｂｌｉｏ」の開発デ
ザインセンター 

＜本社機能＞ 
NHNハンゲーム株式会社 

本社 
デジタルコンテン
ツ開発，運営 

オンラインゲーム「ハン
ゲーム」の開発，運営を行
う同社の本社 

＜本社機能＞ 
日野セールスサポート株式会社 
 

本社 荷役運送機器等の整備修
理と本社機能 

高度な人材,アジアとのビジネスを求め続々と進出！ 



第3部  



自国通貨建格付け A1／［アウトルック：安定的］ 

地方自治体固有の信用力 BCA（ベースラインクレジット）：a2 

  自国通貨建て BCA 

福岡市 A1 a2 
福岡県 A1 a2 
静岡県 A1 a2 
広島県 A1 a2 
札幌市 A1 a2 
静岡市 A1 a2 
浜松市 A1 a2 
堺市 A1 a2 
新潟県 A1 a3 
名古屋市 A1 a3 
大阪市 A1 a3 
京都市 A1 a3 

BCAについて 上位
の評価を受けてい
ます。 
※ a2：上位 a3：下位 

26. 福岡市の信用格付け 
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 平成20年4月8日，市場における本市の評価向上を目指し，信用力格付けを取得しました。 

格付け会社：ムーディーズ･ジャパン 

他団体の格付け状況 格付け会社による評価 

※ ムーディーズ･ジャパンから格付けを取得している団体を記載している。  

※ H28.4現在 

 財政状況は堅調に改善。「財政リニューアルプラン」により改革

はさらに加速 
 全会計ベースの市債残高の減少，中期的にもこの方向性は 
維持 

 九州経済における中心的役割 
 人口増加･企業誘致の進展等，地域経済の発展性 



 20年定時償還
債発行 

平成27年度 

 5年債発行 

27.これまでの取り組みと発行実績 
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平成26年度 平成27年度 
発行月 年限 発行額（億円） 表面利率 発行月 年限 発行額（億円） 表面利率 

6月 5 100 0.209% 6月 5 100 0.177% 
7月 20 150 1.490% 7月 20 100 0.729% 
8月 5 120 0.163% 8月 5 200 0.152% 
9月 5 100 0.173% 9月 5 100 0.141% 

10月 10 100 0.539% 10月 10 100 0.476% 
11月 20 120 1.371% 12月 20 100 1.121% 
12月 5 100 0.102% 12月 5 100 0.101% 
3月 10 100 0.465% 3月 5 200 0.020% 
3月 5 200 0.142% 3月 10 100 0.120% 

これまでの取り組み 

市場公募債の発行条件一覧 

※ 定時償還債 

3月5年債は、絶対値水準でのプライ
シングを採用 

 市場公募債発
行開始 

 どんたく債(ミニ
公募債)発行 

    (～23年度) 

 信用格付け 
取得 

 30年債発行 

 個別条件交渉 
方式へ移行 

 20年債発行 

 主幹事方式で 
5年債発行 

平成21年度 平成20年度 平成18年度 平成14年度 平成13年度 昭和48年度 



年限・種別 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計 

10年債 
（全国型）             100          100  200  

5年債 
（全国型）     100      100      100        300  

5年債 
（スポット発行）                       200  

10年債 
（共同発行） 40     20      20   70   150  

計 40    100  20    100  100  20  100    70  100  850  

超長期債 
（スポット発行） 

                        
200  

                            
フレックス枠     550  

                            
合計 上期 260＋α 下期 390＋β 1,600  

発行予定総額 1,600億円 

28.平成28年度 福岡市市場公募地方債の発行計画 

※ 発行額及び発行月については、変更となる場合があります。 
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お問い合わせ先 

お気軽にお尋ねください。 

〒810-8620  
福岡市中央区天神1-8-1 
福岡市 財政局 財政部 総務資金課  

092-711-4196 

092-733-5586  

somushikin.FB@city.fukuoka.lg.jp 

http://www.city.fukuoka.lg.jp/ 

電話 

FAX 

E- mail  

HP 

トップページ 市政情報  

市債のご案内  福岡市債について 
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